A study on curriculum for preschool and elementary education : Focused on the course of kindergarten and elementary education in Wakayama university by 佐藤, 史人
はじめに
和歌山大学教育学部では2008年度に児童教育コース
を新設した。拙稿「幼稚園および小学校に特化した教
員養成カリキュラムの研究」??では、本コースにおける
教員養成の概要とそのねらいを紹介しつつ、カリキュ
ラムの中心的位置づけとなっている「児童教育基礎演
習」について検討した。児童教育コースは、幼児教育
と初等教育とを一貫、連続した教育の営みとして捉え、
これを担当する教員の資質・能力を特化・高度化して
身につけられることをコースのねらいとしている。こ
うしたねらいを達成するための方策の一つとして「児
童教育基礎演習」、「児童教育実践演習」を同コース必
修の科目とし、コースの複数教員が連続的、総合的に
指導していくことによって実現している。
児童教育コース創設のもうひとつの意義は、就学前
教育と初等教育の一貫性・継続性・整合性などを教育
実践の段階で実現するいわゆる幼・小連携であった。
従来の教員養成では、いわゆる「幼保一元化」や「こ
ども園」などの必要性や養成機関の役割分担からも幼
稚園教諭と小学校教諭の連続性よりも保育者養成とし
て幼稚園教諭と保育士を同時に養成することが多かっ
た。国立大学の教員養成課程ではその名の通り「教員」
に特化して保育士の養成は担ってこなかった経緯があ
る。しかし「小１プロブレム」に象徴される就学前教
育から初等教育への移行が円滑に進まない状況が表出
すると幼・小の連携や一貫性が問題となってきた。
これと同様に「中１ギャップ」などの教育課題・問
題を克服する取り組みとして、例えば大阪府の教員採
用においては、小学校・中学校に共通の教員採用枠を
設定し、実際の教員配置や職務においても小学校と中
学校相互に関わりを持つことが実施されている??。こ
うした取り組みは「中１ギャップ」などの生徒指導上
の問題には一定程度効果が期待できるけれども、教育
課程や教育内容・方法等の再検討・再編成をしないま
ま教員配置によってのみで対応しているから、学校種
間の連携は十分達成できるとはいえない。幼・小連携
では、それぞれの設置者が学校法人と地方自治体との
相違がある。また公立学校の教員に限っても、幼稚園
教諭が市町村レベルの公務員、小学校教諭が県費負担
教員としての都道府県(政令指定都市)の公務員という
身分上の相違があり、実際には大阪府の小・中共通の
ような教員採用・配置もできない状況にある。
児童教育コースでは、幼・小連携の実現に向けて、
幼稚園及び小学校における教育実践の比較においてそ
の差異を客観的に捉えるとともに、それぞれの特徴を
明らかにする取り組みを「児童教育基礎演習」の中で
実施してきた。具体的には、和歌山大学教育学部附属
小学校、和歌山市立の小学校、和歌山市立岡山幼稚園
における授業等の参観とその後の比較検討を行ってい
る。本研究では、教員養成におけるカリキュラム上の
課題を整理しつつ、和歌山大学教育学部における幼・
小連携の取り組みに関して検討することを目的とする。
１．教員養成カリキュラムの問題点
戦後の教員養成は教育職員免許法に基づく制度を採
ることによって、教員の必要な資質・能力を担保する
ことが目指されている。この教員養成制度は、「免許状
主義」、「開放性原則」、「大学における単位取得」、教育
行政による「課程認定制」などの特徴を持って制度化
され、現在まで維持されてきている。この制度の問題
点として、大学における教員養成のカリキュラムにお
いて以下の２つが指摘されている??。第１は「基礎的・
専門的学科目と教職関係科目との有機的な結合が不十
分」であり、第２は「対象とする学校段階の教科内容
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に限定されること」である。
２．教育職員免許法の改正
第１の課題は、大学における教員養成カリキュラム
の弱点ともいうべきものであり、科目担当者間の連絡
や講義内容の一貫性や関連性等について協議・調整す
る機会や場がなく、大学の講義の独自・独立性を建前
にして担当者自身にもその必要性の認識がないのが現
状であろう??。この問題に関連して、教育職員免許法の
1989年と1998年の２つの改正について検討する必要が
ある。
(１)1989年の教育職員免許法改正
1989年の教育職員免許法の改正(法律第89号)は1987
年の教育職員養成審議会答申??を基に教員の養成・免
許制度の改善などが主な焦点とされ、実際には「専修
免許状の新設」などの法内容の変更があった。そのひ
とつとして教員免許取得の要件に、課程認定される大
学学部の講義の枠組みに「教科又は教職に関する」を
追加している。この追加は、専修免許取得に必要な科
目・単位として設定されている。具体的に科目・単位
の変化を示す。
幼稚園教諭に関しては、改正前に必要であった単位
数は、１級普通免許状で「教科に関するもの」16単位、
「教職に関するもの」28単位であり、２級普通免許状
で「教科に関するもの」８単位、「教職に関するもの」
18単位であった。これが1989年の改正後には、専修免
許状で「教科に関する科目」(以下、「教科」とする。)
16単位、「教職に関する単位」(以下、「教職」とする。)
35単位、「教科又は教職に関する単位」(以下、「教科又
は教職」とする。)24単位とされ、同じく１種免許状で
「教科」16単位、「教職」25単位、「教科又は教職」０
単位となり、さらに２種免許状で「教科」８単位、「教
職」23単位、「教科又は教職」０単位になった。
小学校教諭に関しては、改正前に必要であった単位
数は、１級普通免許状で「教科に関するもの」16単位、
「教職に関するもの」32単位であり、２級普通免許状
で「教科に関するもの」８単位、「教職に関するもの」
22単位であった。これが1989年の改正後には、専修免
許状で「教科」18単位、「教職」41単位、「教科又は教
職」24単位とされ、同じく１種免許状で「教科」18単
位、「教職」41単位、「教科又は教職」0単位となり、さ
らに２種免許状で「教科」10単位、「教職」27単位、「教
科又は教職」０単位となった。
答申には「教科又は教職に関する科目」の役割や意
義について直接説明はない。江森一郎らの指摘によれ
ば「教職及び教科に関する科目の増加」は「各教科の
専門性の強化を求めたのであろう」??とされ、以前から
指摘されてきた「基礎的・専門的学科目と教職関係科
目との有機的な結合」への対応とは考えにくい。
(２)1998年の教育職員免許法改正
1998年の教育職員免許法の一部改正(法律第98号)は
当時の社会情勢や教育実践を巡る種々の課題に対応す
るためとして行われた。幼稚園・小学校に限らず教員
免許取得に必要な科目・単数の見直しを図り、「教科に
関する科目」の単位を減少させて「教職に関する科目」
を増加し、加えて「教科又は教職に関する科目」を必
修化・増加させるものであった。
幼稚園教諭に関しては、改正前に必要な単位は、前
述の通りであるが、1998年改正後の必要な単位数は、
専修免許状で「教科」６単位、「教職」35単位、「教科
又は教職」34単位となり、同じく１種免許状で「教科」
６単位、「教職」35単位、「教科又は教職」10単位とな
り、さらに２種免許状で「教科」４単位、「教職」27単
位、「教科又は教職」０単位へと変化している。
小学校教諭に関しては、改正前に必要な単位は、前
述の通りであるが、1998年改正後の必要な単位数は、
専修免許状で「教科」８単位、「教職」41単位、「教科
又は教職」34単位となり、同じく１種免許状で「教科」
８単位、「教職」41単位、「教科又は教職」10単位とな
り、さらに２種免許状で「教科」４単位、「教職」31単
位、「教科又は教職」２単位へと変化している。
いずれの校種・種類においても免許取得に必要な単
位の総数は改正前後で変わりがないので、「教職」及び
「教科又は教職」への重点化が変更の中心であること
がわかる。この改正のもととなった1997年の教育職員
養成審議会答申??の趣旨によれば、「社会情勢の急激な
変化により、今までには存在しなかった様々な問題が
発生しており、教員による新たな資質能力を身につけ
させる」ことが明示されている。教員養成カリキュラ
ムの問題点として指摘された第１の課題を直接克服す
るために制度改正されたのではなく、課題はそのまま
積み残された訳である。
３．和歌山大学教育学部学校教育教員養成課程のカリキュラム
和歌山大学教育学部では2008年度に学部改組を実施
し、その際に児童教育コースも新設した。この改組に
は、観光学部への学生定員の拠出(15名)という大学全
体に関わる事情があった。それは、教員養成(「学校教
育教員養成課程」)の学生定員の増加(100名から145名
へ)といわゆる「ゼロ免課程」(「総合教育課程」)の学生
定員の削減(100名から40名へ)による教員養成重視、教
員需要に対応する小学校教員養成へ特化したコースの
新設(児童教育コース)であった。改組後の「学校教育
教員養成課程」は「教育科学コース」「教科教育コース」
「児童教育コース」の３つになり、すべてのコースで
卒業要件は卒業単位として132単位と小学校ないし中
学校のいずれかの教科の教員免許を１つ以上取得する
ことになった。児童教育コースでは、中学校や高等学
校等の教員免許も取得は可能であるが、小学校１種免
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許状の取得が卒業要件となっている。すべてのコース
で幼稚園と高等学校の教員免許を取得できるが、これ
らの取得だけでは卒業要件とはならない。卒業単位は
教養科目30単位は共通であるが、専門科目の単位数は
コースあるいは取得する教員免許状の種類によってこ
となり、78～88単位となっている。
４．児童教育コースのカリキュラム
児童教育コースの卒業総単位数は、教養科目30単位
と専門科目88単位、加えて「自由選択」２単位、「卒業
業績」８単位である。児童教育コースの専門科目の内
訳は「専門共通」(「外国語コミュニケーション」と「コ
ンピュータリテラシー」)４単位、「教科共通」18単位、
「教職共通」45単位、「教科又は教職」６単位、「専攻
専門」19単位となっている。教育職員免許法の規定に
よる小学校教員免許状の区分けに従って児童教育コー
スの卒業単位数を分類し直せば、児童教育コースの「教
科共通」が免許法の「教科」に相当して18単位、同様
に「教職共通」が「教職」に相当して45単位、児童教
育コースの「教科又は教職」は「教科共通」及び「教
職共通」の法令規定以上に取得することが求められて
いるので、卒業単位とされる６単位に上乗せされる。
従って、いずれも法令規定上の単位数を履修すること
となっている??。
和歌山大学教育学部において小学校教員免許を取得
する場合の「教科」は以下の通りである。すべて２単
位である。
「国語A」「国語B」［社会］「算数A」「算数B」「理科」
「生活」「音楽」「図画工作」「体育」「家庭」
上記の科目の内、「社会」「理科」「家庭」以外は幼稚
園教員免許の「教科」としても認定されている。
同様に小学校教員免許を取得する場合の「教職」は
以下の通りである。科目名の後の数字は単位数である。
「現代教職論A」２「現代教職論B」２「教育学概説A」
２「教育学概説B」２「発達心理学」２「教育心理学」
２「教育行政学A」２「教育行政学B」２「教師のため
の社会教育特講」２「教育方法概説」２「視聴覚教育」
２「教育評価研究」２「教育の方法・技術」２「初等
国語科教育法A」２「初等国語科教育法B」２「初等社
会科教育法」２「初等算数科教育法A」２「初等算数科
教育法B」２「初等理科教育法」２「初等生活科教育法」
２「初等音楽科教育法」２「初等図画工作科教育法」
２「初等体育科教育法」２「初等家庭科教育法」２「道
徳教育論A」２「道徳教育論B」２「生活指導論A」２
「教育実践研究論」２「生徒の理解と指導A」２「生徒
の理解と指導B」２「教育相談の心理学A」２「教育相
談の心理学B」２「総合演習A」２「教育実習事前・事
後指導」１「教育実習」２「教育実習(小学校)」４「教
育実習(小学校)」２「へき地実習H(へき地・小学校)」
２「教育実習入門Ⅰ」１「教育実習入門Ⅱ」１「応用
実習(小学校)」２「教職実践演習(幼・小・中・高)」
２
上記科目の内、「教育方法概説」「視聴覚教育」「教育
評価研究」「初等国語科教育法A」「初等国語科教育法
B」「初等社会科教育法」「初等算数科教育法A」「初等
算数科教育法B」「初等理科教育法」「初等生活科教育
法」「初等音楽科教育法」「初等図画工作科教育法」「初
等体育科教育法」「初等家庭科教育法」「道徳教育論A」
「道徳教育論B」「生活指導論A」「教育実践研究論」「生
徒の理解と指導A」「生徒の理解と指導B」「教育相談の
心理学A」「教育相談の心理学B」「へき地実習H(へき
地・小学校)」以外は、幼稚園教員免許の「教科」とし
ても認定されている。
小学校教員免許に必要な「教科」は小学校に設定さ
れる各教科に基づくことは当然であるが、幼稚園教員
免許の課程認定を受けるには、特に幼稚園教育要領に
規定される５つの領域??に対応しなければならないわ
けではない。同様に「教職」についても小学校の各科
教科教育法のうち、「教科」で幼稚園でも認められたも
のがそのまま追認されている。小学校教員免許で設定
されている科目を「流用」しているに過ぎない。教員
養成カリキュラムの問題点として指摘された２つにつ
いて何ら応えることができていない。
さらに「教科又は教職」については以下の各科目が
小学校及び幼稚園教員免許の両方に認定されている。
単位数は全て２単位である。
「僻地教育論」「複式授業研究」「教育の現状と課題」
「教育課題研究A」「教育課題研究B」「教育実践総合演
習」「現代教育概説」「教師力養成特講」「教師のための
リスクマネージメント」「サイエンス・ものづくり指導
演習」「学校図書館運営論」「学校図書館計画論」
科目名称からも明白なように小学校と幼稚園を結び
つけるものとはなっていない。
５．児童教育コース独自の設定科目
児童教育コースの2012年度の「専攻専門科目」とし
て以下の科目が設定されている???。単位数はすべて２
単位である。
「小学校カリキュラム構成論」「幼稚園教育課程総論」
「幼児の理解と支援」「児童教育基礎演習Ⅰ」「児童教
育基礎演習Ⅱ」「児童教育実践演習Ⅰ」「児童教育実践
演習Ⅱ」「初等社会認識教育論」「防災教育論」「学びと
遊び支援の心理学」「初等英語教育論」「初等キャリア
教育論」「保育内容(健康)」「保育内容(人間関係)」「保
育内容(社会関係)」「保育内容(自然関係)」「保育内容
(音楽・身体総合表現)」「保育内容(造形表現)」「保育
内容(言葉)」「幼児教育の方法と技術」「教師のための
ICT活用」「人権教育実践論」「小学校授業づくり実践
論」「教育臨床実地研究」「学校外教育論」「生活指導実
践論」「認知心理学研究」「指向心理学研究」「児童教育
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演習A」「児童教育演習B」「児童教育演習C」「児童教育
演習D」「児童教育演習E」
児童教育コースでは、これらの科目のうち「小学校
カリキュラム構成論」「児童教育基礎演習Ⅰ」「児童教
育基礎演習Ⅱ」「児童教育実践演習Ⅰ」「児童教育実践
演習Ⅱ」の５つを必修科目とし、「幼稚園教育課程総論」
「幼児の理解と支援」の２つを選択必修科目として課
している。
これらの科目は小学校教員免許の取得に免許法上必
要ではなく、幼稚園教員免許の取得には以下のものが
「教職」に相当する。単位数は全て２単位である。
「幼稚園教育課程総論」「幼児の理解と支援」「保育内
容(健康)」「保育内容(人間関係)」「保育内容(社会関
係)」「保育内容(自然関係)」「保育内容(音楽・身体総
合表現)」「保育内容(造形表現)」「保育内容(言葉)」「幼
児教育の方法と技術」
幼稚園の専門的内容となる各種の「保育内容」を児
童教育コースに課しており、これによって、幼・小の
内容を担保しているわけである。しかし、これは教員
養成カリキュラムにおける２つの課題を克服する手立
てとはいえない。こうした弱点は児童教育コース新設
に際して当然論点となり、専任教員の増加やコース独
自の科目設定やカリキュラム編成を実施すべきであっ
た。前稿でも示したように、児童教育コースの新設に
は種々の課題があり、こうした課題を全面的に克服す
ることは十分できなかった。
６．「児童教育基礎演習」の役割
「児童教育基礎演習」では、小学校等の教育現場の
参観とその分析を中心的課題として、学生のグループ
による論点の整理・焦点化と討議内容の深化である「カ
ンファレンス」とこれを各グループ間で発表し、さら
に論点の拡大や認識共有を拡大するための「プレゼン
テーション」が方法論上の特徴であった。この講義の
もうひとつの特徴は、教員養成カリキュラムの２つの
課題を克服する試みが内包されているところにある。
「児童教育基礎演習」では、前後期を通して教育現
場の検討をその内容としており、具体的には本学附属
小学校及び市内公立小学校、さらに和歌山市立岡山幼
稚園への参観を実施している。附属学校と公立学校と
の相違に着目することもねらいの一つであるけれども、
小学校と幼稚園とを対比することでそれぞれの特徴が
明確になると期待している。教員養成カリキュラムの
課題の１つであった「対象とする学校段階の教科内容
に限定されること」を教育実践の比較分析によって克
服することが目指されている。
また、児童教育コースに限らず学部における各種教
員免許の所得に必要な科目相互の関連誌や整合性は十
分図られていなかったので、児童教育コースの責任教
員が複数で担当する同講義では、「基礎的・専門的学科
目と教職関係科目との結合」を一定程度保証すること
ができている。教員養成カリキュラムの構成上の課題
を「児童教育基礎演習」の内容や方法によって補完す
ることが児童教育コースの特徴であり、これを拡大・
発展させることが幼・小一貫教育の充実に寄与できる
ことと考える。
おわりに
児童教育コースの特徴である「児童教育基礎演習」
は幼・小一貫の観点からも重要な役割を担っているこ
とが明らかになった。今後は同講義において実際に学
生が授業参観し、カンファレンスやプレゼンテーショ
ンを通して学んだ内容について、各年の比較を行いな
がらその特徴や傾向について検討していきたい。
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